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研究成果の概要（和文）：本研究は、原子力発電企業をめぐる多様な専門家間あるいは専門家と生活者間でのやり取り
を検討した。現代社会は高度に機能分化した専門化社会である。フクシマは、専門用語を駆使して特権的な領域を構築
する各分野の専門家たちと、かかる言説を吟味する困難さ故に無批判に受容することで便益を享受し被害を甘受する生
活者との「危うい協働」の結果とも言える。
　本研究の成果は、①現代社会は専門化社会であること、②専門家の言説は細分化された特定領域での科学に基礎を置
くが故に、必ずしも生活者の安心確保とならないこと、③現代社会には｢科学なしでは問えないが、科学だけでは答え
られない｣トランス･サイエンス問題があること、である。

研究成果の概要（英文）：　　In this research project, we examined the relationship between professions 
and citizens in nuclear electric power companies and their environment. The accident of Fukushima No. 1 
nuclear electric power plants is caused by the result of “the fragile cooperation” with professions who 
constructed a privileged position using their technical terms and citizens who entitled benefit by 
acceptance without considerations of the technical terms because of the difficulty for understanding it.
　　As a result of our research project, the following points are proposed; (a) the modern society is 
constructed by highly differentiated and specialized societies, (b) because the discourse of professions 
are based on their sciences, they do not necessarily contribute citizens’“peace of mind,” and (c) 
there are “trans-scientific questions,” that is, the answers to questions which can be asked of science 
and yet which cannot be answered by science in risk societies.

研究分野：経営管理論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 ＜原子力発電企業＞を取り巻く環境は、急
激に変化してきている。それは 2011年 3 月
の福島第一原発での事故発生に伴う、放射性
物質の安全･安心に関する組織･専門家と社
会･市民とのギャップの再確認であり、原子
力発電企業の公益性や従来喧伝されてきた
｢安全神話｣への疑念の高まりである。この事
例は、学際的な分析とその総合を必要とする。 
 本研究は、科研費(C)「原子力発電企業の社
会的責任と事業経営の研究：安全と安心の両
立」(H21～H23)の研究成果を踏まえ、さら
なる理論的及び実証的研究の推進と、経営学
の立場から学際的研究を総合する可能性を
探求するためにスタートした。そして、その
視点を｢専門家と市民の協働｣に据えた。＜組
織社会＞としての現代社会は、専門分化した
多様な｢専門家｣の効果的なサービスのネッ
トワークによって支えられる。しかし専門家
は、当該専門分野を離れれば、他の専門家の
サービスを享受する｢市民｣でもある。福島第
一原発の事例で明らかになったことに、各々
の専門家たち(技術者、研究者、官僚、政治家、
メディア等)は特定の観点から語るのみで、そ
の総合が進まず、結果として市民は事態の
｢安全／危険｣の判断がつかず｢不安｣に陥る、
という事態がある(内山,2011)。 
 高度に機能分化した＜組織社会＞は、大量
かつ高度な専門知･技術の獲得とそれに伴う
豊かさを達成したが、同時に無知の領域の飛
躍的拡大とそれに伴う＜空間的･時間的･社
会的影響範囲を肥大化させるリスクの平等
性･普遍性･同時性を特徴とする｢リスク社
会｣化｣＞(Beck,1986)をもたらした。福島第一
原発の事例は、専門家が専門用語を駆使した
言説で特権的な領域を構築する一方で、市民
が専門家の言説を吟味することの困難さ故
に専門家の言説を無批判的に受容するとい
う、｢専門家のおごり｣と｢市民の甘え｣を醸成
する現代社会の危うさを顕在化させた。＜組
織社会／リスク社会＞としての現代社会に
あって、多様な専門家の知の組織化と｢市民
の安全･安心｣実現のために、｢市民に開かれ
た専門知の創造｣と｢専門知を吟味する責任
ある市民の育成｣を両輪とする｢専門家と市
民の新たな協働｣をいかに構築するか、が課
題である。本研究では、その方途を検討した。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、前回科研費(C)から継続して(1) 
CSR 論や経営倫理に関する諸研究、 (2) 
HRO(High Reliability Organization; 高信
頼性組織)をはじめとするオペレーションの
安全性に関する理論研究を発展させるとと
もに、新たに(3) これらを架橋する｢多様な
専門家の言説｣に関する研究、を加えた 3 つ
の視点の学術的背景に基づき研究を進める
ことを目的として設定した。以下では各々の
研究動向について示す。 
 

(1) CSR論や経営倫理に関する諸研究 
 CSR論は 1960年代以降の公害問題や消費
者運動、公民権運動等を契機とする。当時、
企業経営を取り巻く環境変化に対応するた
め、企業が配慮すべき利害関係者を株主から、
それを含めつつもより広範な｢ステイクホル
ダー｣にまで拡張することが要請されるよう
になった。今日 CSR 論は規範的な研究に傾
斜しがちで、隣接分野、たとえば組織論の研
究成果を踏まえる必要性があるとの指摘も
ある(小山,2001,2003)。具体的には、「組織内
で、社会的な要請や問題をどのように認識し、
共有していくのか」といった認知･学習プロ
セスを研究する必要が指摘されている。 
 
(2) HRO をはじめとするオペレーションの
安全性に関する研究 
 HRO とは、常に過酷な条件下で活動しな
がらも、事故発生件数を標準以下に抑えてい
る組織のこと(Weick and Sutcliffe, 2001)で、
事故等の問題が生じやすい状況下でも、その
事態を敏感に感知し、未然に防ぐ仕組みを備
えた組織のことである。HRO の具体例とし
て、Weick らは送電所、航空管制システム、
原子力航空母艦、原子力発電所、救急医療セ
ンター、人質解放交渉チームを挙げる。この
種の組織の一部は、不測の事態に直面する確
率が非常に高く、また複雑な技術システムを
用いているにもかかわらず、機能停止に陥る
ことが少ない。なぜ組織によって事故の発生
頻度、事故の深刻さが大きく異なるのか、そ
こに影響する諸要因群を経験的な調査から
見つけ出そうとする問題意識が HRO 研究の
出発点であり、現在もこの視点から研究が進
展している。 
 
(3) 言説分析(Discourse Analysis) 
 経営学における言説分析は、様々な領域か
ら影響を受けている(例えば、言語学、社会学、
文化人類学等)。そもそも言説分析が経営学に
おいて用いられた理由は、組織メンバーの
日々の実践が組織におけるリアリティをど
のように構築したり、多様な声(polyphony)
と正統性(legitimacy)をどのように獲得した
りするのかについて、言説を介して考察する
ためであった。さらに近年では、対ステイク
ホルダーへの言説についても研究がなされ
ている(Sillience and Brown, 2009)。 
 
 (1) CSR論や経営倫理学は、組織全体を主
導する理念的･規範的側面に光を当て、他方
(2) HRO 研究は、現場作業レベルの地道で
詳細な実証研究を旨とする。こうした対照的
なアプローチを架橋するのが、(3) 多様な専
門家の言説分析である。この観点から、いか
にして｢原発は安全･安心であり、推進すべ
き｣という共通観念が｢専門家と市民との協
働関係｣を介して社会的に形成･共有され、そ
の方向での人々の実践を促し、あるいは変容
させてきたのかについて考察を重ねること



が可能となる。こうした 3つの視点から本研
究を遂行することで、組織が事故や不祥事を
引き起こすあるいはそれを隠蔽する現象を
トータルかつダイナミックに考察すること
が可能になると考える。 
 本研究の課題は、原子力発電企業の研究を
通じて、＜組織社会／リスク社会＞における
｢専門家と市民の新たな協働｣構築の原理的
研究を行い、その実現の条件を探ることにあ
る。本研究は、この課題に対し先述の 3つの
視点から複合的に接近する。ここに、以下の
具体的課題が提出される。 
課題 1 ：理念や規範的要素が、どの程度現
場作業レベルに具体的に浸透し、実
現されているか 

課題 2 ：組織全体として、事故や不祥事を
引き起こすあるいは未然に防ぐ組織
要因は何か 

課題 3 ：いかにして｢多様な専門家の言説｣
が構築され、原子力発電企業やそれ
に関わる多様なステイクホルダーの
諸活動を規定してきたか 

 
３．研究の方法 
 本研究では、前述の課題に対応するために、
以下の 3つの視点から調査および研究を行う
ことを設定した。なお、日本国内の原子力発
電企業を調査対象とした。なお、本課題を解
決するために、本研究では、参加メンバーの
知見(木全(2010, 2011)、髙木(2008, 2009))、
藤沼(2006,2009,2011)を基にしている。 
 
(1) CSR論とHRO研究の統合的な理論枠組
みの構築 
 既述したCSRとHROのアプローチの研究
動向を整理し、問題点の把握を研究の第一歩
とした。次に、これらの研究を統合し、組織
全体を捉えながら、実証的な研究を進展させ
る理論の構築を据えた。そして、これらの研
究蓄積を作業仮設とすることにより、原子力
発電企業における専門家の日々の実践に関
わる理論的研究が果たされ、｢専門家と市民
の新たな協働｣構築のための条件を明らかに
することを目指した。これが理論研究の課題
となる。 
 
(2) CSR論とHRO研究に関するアンケート
調査 
 上述の理論研究の成果に基づき、主に組織
的な視点からアンケート項目の整備を次の
ステップとした。なお、具体的な質問項目は
以下の通りである。この調査により、企業ご
との組織構造や文化等を把握する。 
・組織の構造・意思決定プロセス 
 事故や不祥事を起こす場合と起こさない
場合とで、組織の構造や意思決定プロセスに
どのような違いが存在するのかについて、聞
き取りおよびアンケートを用いて調査する。 
・組織文化 
 組織ごとにその文化が異なるというのは

半ば常識であるが、エラーや事故が生じない
理由として、その組織の文化が大きくかかわ
っていると思われる。この点について対象に
質問する。 
・組織学習のための組織の仕組み 
 何らかの問題が生じた際、組織は｢なぜこ
うした問題が生じたのか｣、｢今後こうした問
題を起こさないためにはどのような施策が
有効か｣を議論し、それを組織メンバーに伝
えることが必要となる。そのため、こうした
学習を促進する組織形態はどのようなもの
なのかを調査する。 
 
(3) 「安全神話」等の言説分析 
 ｢安全･安心｣は、技術によってのみ形成さ
れるのではない。むしろ、社会的に構成され
ることは、STS(Science and Technology 
Studies,科学技術社会論)の議論を持ち出す
までもなく、一般化されている。しかし、原
子力発電における｢安全･安心｣がいかに形成
されてきたかについては、これまで十分に把
握されていない。そこで 3つ目の視点として、
｢安全神話｣に象徴される多様なステイクホ
ルダー間で共有された共通観念の形成プロ
セスについて、当事者の言説分析を行う。具
体的には、原子力発電企業への聞き取りやそ
のステイクホルダー(関連企業、地域自治体、
官公庁等)にも聞き取りを実施する。さらに、
原子力発電企業が出版する各種報告書も分
析する。なお、この分析方法として、テキス
トマイニングを用いて抽出する。 
 
４．研究成果 
 本研究はその研究テーマから、ともすれば
原子力発電企業への現象面からの接近に基
づいたある種の実態調査から、一定の実践的
方策の導出を意図したものという印象を与
えるかもしれない。しかし本研究は、経営学
の「哲学的アプローチ」の立場から、原子力
発電企業を基本的･根本的なところから問う
ものであった。その考察の過程で見出された
のは、原子力発電企業という本研究の主たる
対象を超え、＜組織社会／リスク社会＞とし
ての現代社会にまで通底する「専門家と市民
との協働の脆弱性」であった。 
高度に機能分化した＜組織社会／リスク
社会＞は、大量かつ高度な専門知･技術を獲
得することによって「知識･情報社会」に特
有の便利さと豊かさを達成したが、他面では
同時に無知の領域を飛躍的に拡大させ、影響
範囲が甚大なリスクの増大をもたらした。市
民としてのわれわれは、基本的･日常的に、
諸他の専門家によって担われている諸活動
を、｢安全｣なものとして｢信頼｣し、｢安心｣し
て｢自明なもの｣として｢無関心圏｣内に収め、
｢受容｣している。 
｢フクシマ｣の事例は、専門用語を駆使した
言説で特権的な領域を構築する各々の分野
の専門家たちと、かかる専門家の言説を吟味
する困難さ故にこれを無批判的に受容して



便益を享受し被害を甘受する市民との「危う
い協働」がもたらした結果と見ることもでき
る。かかる「知識･情報社会」が抱えるリス
クに対応するには、｢市民に開かれた専門知
の創造｣と｢専門知を吟味する責任ある市民
の育成｣を両輪とする｢専門家と市民の新た
な協働｣の可能性を探求する必要があると思
料する。 
そこで本研究グループは、(1)および(2)につ
いての研究蓄積はあったので、追加された(3)
言説分析の観点を意識しながら、原子力発電
企業とそれをめぐる多様なステイクホルダ
ー間（専門家間あるいは専門家と市民間）で
のやり取りを、検討してきた。その具体的成
果は、①リスク社会は多元的な組織社会であ
り、｢無数に機能分化した専門領域の職能人｣
たる諸専門家の諸活動のネットワークに依
存していること、②各々の専門家の言説が特
定領域における科学的言説に基礎を置くも
のであること、③そうした科学的言説は、細
分化されすぎており、必ずしも市民の安心の
確保につながらないこと、④リスク社会にお
いては、｢科学的知識なしでは問えないが、
科学だけでは答えることができない｣トラン
ス･サイエンス問題が存在していること、で
ある。 
本研究グループの今後の研究展開の一つ
として、トランス・サイエンス問題に応える
ための｢専門家と市民の協働確保｣に向けた
経営学からの応答を、テーマに据えた。今後、
その成果を公表していく予定である。 
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